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Ⅰ．はじめに
PBL は複雑な課題や挑戦に値する問題に対し
て、学生がデザイン・問題解決・意志決定・情報
探索を一定期間自立的に行い、リアルな制作物も
しくはプレゼンテーションを目的としたプロジェ
クトに従事することによって学ぶ学習形態であ
る1)。近年、アクティブラーニング、いわゆる能
動的学習の一環として、この形態の授業が多くの
高等教育機関において取り入れられてきている。
平成 23 年中央教育審議会答申では、「重点をおく
機能や能力を養成する人材像・能力を明確化し、
職業教育の充実を図ることが重要であり、職業意
識・能力の形成を目的としたインターシップや課
題解決型学習等、実践的な教育のさらなる展開が
期待される」2)とされ、PBL の重要性は高まって
きている。
一方、学外機関と連携して実施する PBL の意
義は、複雑で思い通りに動かない社会や地域に専
門知識をどうすり合わせていくかを経験する中で、
普遍的な知識に拡大できることである3)とされ、
様々な取り組みが実施されている。特に、地域
（行政や企業）と共に行う産官学型の PBL の意義は、
地域に根差した大学の社会貢献活動や、学生自身
の「就業力」の育成といったことが挙げられる。
本学部学科においても、初年次教育やゼミ活動
等において積極的に PBL を取り入れている。さ
らに入学前の導入教育においても、これを取り入
れることで、入学後の学習意欲・学習準備への実
感を醸成することができている4）。また、産官学
連携による PBL についてもゼミ活動を中心に取
り組んでおり、その代表的な例として、地元特産
品であるマコモ（まこもたけ）やそばの普及啓発
を目的とした産官学連携のレシピ開発等が挙げら
れる。これらの産官学 PBL 実施後における学生
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要 約
本学では、ゼミ活動を中心として産官学連携による課題解決型授業（以下 PBL）を積極的に取り入れてき
た。しかしながら、具体的に「どのような力がどの段階でついたのか」については詳細な評価ができていな
かった。そこで、本研究では本学部の学位授与方針（以下 DP）に掲げる力を基に、どのような力がついた
のか、またどの段階でついたのかをアンケート調査し、より効果的な PBL の方法について検討を行うこと
を目的とした。
本調査では 17 名の学生を対象として PBL 実施後にアンケート調査を実施した。（男子 4 名、女子 13 名）
本 PBL を通して、「成長できたか」という質問に対して、「非常にあてはまる」「ややあてはまる」と回答し
た学生は 70.6％（12 名）であった。そのうち 83.3％（10 名）の学生は「コミュニケーション力」の１つで
ある「フレンドシップ力」がついたと回答した。その場面として、「地域の方との交流会・産官学合同試食
会」「学生同士のレシピ考案時・グループワーク」が挙がっていた。「成長できていない・どちらとも言えな
い」といった回答は 29.4％（5 名）であり、その理由として「作業を人任せにしてしまっていた」「やりたい
内容でなかった」などの意見が挙げられていた。
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自身の成長実感として、学外者との交流を通じた
「コミュニケーション能力向上」といった声は聴
かれていたが、具体的に「どのような力がどの段
階でついたのか」については詳細な評価ができて
いなかった。
そこで、本研究では、本学部の DP に掲げる力
を基にどのような力がどの段階でつき、成長でき
たのかを調査することで、より効果的な産官学 PBL
の方法について検討を行うことを目的とした。
Ⅱ．方法
１．調査対象者及び手続
平成 30 年 4 月に食生活演習を受講している 2
年次の学生 17 名を対象とした。本調査の主旨と
目的、個人情報保護に関する説明文を配布し、同
意の得られた学生を対象とした。また、本調査の
実施に先立ち、中京学院大学短期大学部研究倫理
委員会からの承諾を得た。（第 30004 号）
２．調査期間
平成 30 年 4 月～10 月
３．産官学PBLの実施目的
本 PBL の産官学共通のテーマは「猪挽肉を使
用した新メニューの開発」である。依頼を受けた
岐阜県中津川市坂下地区は、中津川市の中でも寒
冷地に位置している。この地区では年々、猪によ
る農作物の被害が拡大しており、市の中でも問題
視されている。そこで本 PBL を実施することで、
地域飲食店（産）中津川市（官）には以下の 2 つ
の目的達成を目指す。
まず 1 つ目の目的としては、猪を捕獲して農作
物の被害を軽減すること。2 つ目の目的として
は、猪挽肉を使った新メニューを地域の観光資源
として掲げ、地域の飲食店の売り上げ向上を図る
ことである。先にも述べたように当地区は寒冷地
であるが故に冬季の集客が見込めず、飲食店の売
り上げが落ちている現状がある。本 PBL で開発
したメニューについては、狩猟期間中（11 月～3
月）の猪の挽肉を使用した。新レシピは、坂下地
区の飲食店にて販売し、将来的には猪の挽肉を使
用したメニューを提供する店舗数を拡大していく
ことを目標としている。
本 PBL において、学生に付けたい「力」とし
て、DP の中の以下 3 点を掲げ計画実施した。
①問題発見力・課題解決力「計画性」
②実践力「挑戦力」
③コミュニケーション力「フレンドシップ力」
４．実施内容及びスケジュール
実施については表 1 のスケジュールで行った。
学生によるレシピ開発については、全体を 4 チー
ムに分け、1 チームあたり 6 メニューの試作・検
討を行い、計 24 メニュー考案した。その中から
厳選された 8 メニューを 6 月の産官学合同試食会
にて披露した。その後、地域住民アンケートを実
施し 8 メニューの順位をつけて頂いた。このよう
に、グループ間での競争を行いながら、学生のモ
チベーションを上げる工夫を行った。グループ
ワークや試作時は、学生同士がお互いに協力しな
がら、何より楽しみながら取り組めるように、担
当教員・補助教員も声掛けやアドバイスを適宜行
いながら実施した。
表１．産官学PBL実施スケジュール
4月
坂下地区の見学
・歴史や地区の紹介、見学(行政)
・猪、猪肉についての説明 (行政)
・坂下地区の飲食店について(産業)
＜グループワーク＞
・坂下地区の魅力について
・坂下地区の飲食店について
地域の方が自慢したいメニューや
希望のメニューについて
5月
学生によるレシピ案の開発
（24メニューの考案）
6月
レシピの試食会（産官学合同）
（8メニューの披露）
8・9月
地域住民アンケート実施
（8メニューの順位付け）
9月 レシピの決定・業者選定
10月 PBLの振り返り
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５．評価方法
振り返りの際に、学生による自記式無記名アン
ケートを実施した。アンケート質問⑦「成長できた
力」については、本学部の DP である、１．問題
発見力・課題解決力（リフレクション力・計画性・
創造力）２．実践力（挑戦力・貫徹力）３．コミュ
ニケーション力（規律性・傾聴力・表現力・フレ
ンドシップ力）４．地域社会に貢献する力（主体
性・まごころ力）をアンケート回答項目とした。
これ以外についたと思われる力については、「そ
の他」の項目に記載できるようにした。
Ⅲ．結果
本調査では 17 人の学生を対象として PBL 実
施後にアンケート調査を実施した。（男子 4 名、
女子 13 名）得られた、アンケート結果は表 1～4
に示したとおりである。
本 PBL を通して、「成長できたか」という質問
に対して、「非常にあてはまる」「ややあてはま
る」と回答した学生は 70.6％（12 名）であった。
そのうち 83.3％（10 名）の学生は「コミュニケー
ション力」の１つである「フレンドシップ力」が
ついたと回答した。その場面として、「地域の方
との交流会・産官学合同試食会」「学生同士のグ
ループワーク」が挙がっていた。「成長できてい
ない」という回答は 5.9％（1 名）「どちらともい
えない」は 23.5％（4 名）であり、その理由として
「作業を人任せにしてしまっていた」「やりたい内
容でなかった」などの意見が挙げられていた。
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Ⅳ．考察
学生のアンケート結果より成長できたと答えた
学生のうち、最も多かった「力」の回答は「フレ
ンドシップ力」であった。（83.3%）これは、本
PBL において学生に付けてほしい「力」と一致
していた。その「力」がついた場面としては、学
生によるレシピ開発のグループワークの際や地域
の方との交流会や試食会が挙げられていた。学生
がグループ内で何度も試行錯誤しながらレシピ開
発を行ったことや、学外の方と関わりをもてたこ
とが、この「力」の成長に繋がったと考えられ
る。目標としていた、その他の力「計画性」「挑
戦力」については、それぞれ成長できたと答えた
学生は 50％ と低い傾向であった。これは、学生
自身がどのように計画をしていくのかが曖昧で情
報不足の点が挙げられる。
そして、「成長できていない・どちらとも言え
ない」といった回答については、理由として「作
業を人任せにしてしまっていた」「やりたい内容
でなかった」という意見が挙がっていたため、グ
ループ内での役割を明確にし貢献度の差異を縮め
ていく等の工夫が必要である。文献 5）によると
産官学連携による PBL の課題として「グループ
ワークでの学生の貢献度の差位」「学生のモチ
ベーションを上げるための工夫」「商品開発後の
販売の難しさ」が挙げられている。本学における
産官学 PBL においても、いかに学生の動機づけ
をしていくかが課題となっている。そして、「商
品開発後の販売の難しさ」においては、平成 30
年 9 月末に岐阜県内で発覚した「豚コレラ」の影
響による猪肉の食用禁止が県内に発令されてお
り、現在商品の販売経路が滞っている状況であ
る。これにより、学生のモチベーションが下がっ
てしまったことも成長実感に繋がらなかった要因
の１つとして考えられる。しかしながら、このよ
うに社会と連携する PBL の醍醐味といえる「思
い通りにいかない」状況を否定的に捉えるのでは
なく、社会と連携することで実社会を生き抜いて
いく術を学ぶことができると考え、学生にも伝え
ていくことが大切である。
質問①～⑤より、総じて学生は「楽しむこと」
や「仲間と協力する」ことは比較的できているよ
うである。さらに、積極的に取り組む姿勢（主体
性）や何のためにこの PBL を実施しているのか
（意義）について初期だけではなく、段階的に指
導していくことが大切だと考えられる。
栄養士養成課程においては、地域社会と関わる
校外実習を実施しているが、産官学連携による
PBL を実施することで、そこでは体得できない
能力を育成できる。そして、地域に根差す大学の
知による社会貢献により、その地域の特色を出す
ことで他大学との差別化をはかることができると
考える。上記の本調査での課題・改善点を今後の
産官学 PBL の取り組みに活かしていきたい。
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